
令和５年度当初予算の概要

令和５年２月
和歌山県



◆ 令和５年度当初予算フレーム

一般財源 3,472
県税 983
地方交付税・臨財債 1,836
その他（譲与税等） 653

国庫支出金 988

県債（臨財債を除く） 543

その他収入 1,136
中小企業融資制度実施 828

人件費 1,320  

公債費 717

投資的経費 1,036

その他支出 3,066
社会保障関係経費 788  
中小企業融資制度実施 838   

合 計 6,138

歳 入 歳 出

合 計 6,138

（単位：億円）

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

新中期行財政経営プラン 209億円 209億円 185億円 171億円 139億円

年度末残高 209億円 209億円 （112億円 ▲5億円 ▲120億円）

◆ 財調・県債基金の年度末残高

注）令和６～８年度の年度末残高は新たな収支見通しにおける見込額

令和５年度当初予算の概要

物価高騰局面かつ国庫補助金も縮減される中にあって、新型コロナ対策（294億円※）をはじめ、県行政の推進に必
要な予算を確保。当初予算として過去最大規模。

公債費臨時対策基金を活用し、財政調整基金及び県債管理基金の取崩しに頼ることなく収支不足額を解消。自然災
害等不測の事態に備えるための両基金の残高について、「新中期行財政経営プラン」で定めた水準を維持。

令和５年度当初予算（財政見直し元年予算）

R4’→ R5’

※福祉保健部及び危機管理局所管

1

R4’→ R5’

(  31)
(  25)
(▲43)
(  49)

(▲68)

(▲10)

( 141)
(  69)

(  94)

(▲37)

(  39)

(   6)

(  86)
(  28)
(  55)

(  94)



1. 産業の振興

農林水産業の振興 農業の経営発展・生産力強化 ● 林業・木材産業の生産基盤強化
水産資源の回復 ● 販路開拓、スマート化、担い手確保

観光産業の振興 大阪・関西万博、世界遺産を生かした観光誘客
ワーケーション推進 ● クルーズ客船誘致

最先端産業の振興と
企業の成長支援・誘致推進

宇宙関連産業・蓄電池関連産業の集積 ● 産業DX推進
ロケット発射場周辺地域活性化 ● 企業誘致

2. 子供を育む環境づくり
子育て支援 妊娠・子育て等の相談及び経済的支援、保育料の無償化、待機児童解消対策

地域で育む環境づくり

教育の充実 専門性を伸ばす教育の充実 ● きのくに学力向上総合戦略
いじめ、不登校対策

3. 脱炭素社会の実現に
向けた取組 カーボンニュートラルの推進 企業の脱炭素化支援 ● 県有施設等の脱炭素化

適切な森林整備の推進 ● 林業・木材産業の生産基盤強化〈再掲〉

4. 活力あふれる地域づくり
インフラの整備と活用 道路ネットワーク、港湾、空港の整備 ● 企業用地開発

南紀白浜空港活性化、クルーズ客船誘致〈再掲〉 ● 地域生活交通の維持・確保

賑わいのある地域づくり わかやま移住定住総合戦略 ● まちの賑わい空間創出
紀伊風土記の丘再編整備

5. 安全・安心に暮らせる
社会づくり

防災・減災対策の推進 『災害による犠牲者ゼロ』の実現 ● 防災DX推進
大規模災害時における災害対処能力の強化

医療・福祉の充実
新型コロナウイルス感染症対策 ● 地域医療を支える医師確保
児童虐待やヤングケアラーへの対応 ● 健康づくり推進
介護・障害福祉サービス施設整備 ● 介護人材確保

２

農林水産業や観光など産業の振興、子供を育む環境づくりなどを柱として、和歌山県の未来に繋がる施策を推進。

これに加え、多様な人材が参加するプラットフォームを設置し、知恵と力を合わせて和歌山県の活性化に取り組む。

令和５年度の重点施策



主な新規・拡充事業

1. 産業の振興

農林水産業の振興
紀州材生産力高度化支援

沿岸漁業の再生を目指した漁場整備

200,000

16,944

農業の担い手育成総合対策

タチウオの資源回復

47,643
(+22,968)

5,000

観光産業の振興 大阪・関西万博推進 254,418
(+241,334) クルーズ客船寄港促進 37,279

(+24,937)
最先端産業の振興と
企業の成長支援・誘致推進 サービス産業誘致促進 34,126

2. 子供を育む環境づくり

子育て支援 妊娠・子育て等の相談及び経済的支援 760,620 和歌山子供食堂支援 22,698
(+16,343)

教育の充実 不登校等総合対策 405,650
(+7,827)

3. 脱炭素社会の実現に向けた取組

カーボンニュートラルの推進 県有施設等の脱炭素化推進 69,328 脱炭素経営モデル推進支援 13,000

4. 活力あふれる地域づくり

インフラの整備と活用 21,079

賑わいのある地域づくり まちの賑わい空間創出プロジェクト 5,183

5. 安全・安心に暮らせる社会づくり

防災・減災対策の推進
盛土等規制対策
ドローンを活用した防災・減災対策

36,700
9,297

ドローンによる施設点検の自動化・迅速化 27,170

医療・福祉の充実
地域医療支援センター運営 66,907

(+9,075) 児童家庭支援センター運営 51,078
(+24,520)

介護人材確保対策 17,740
(+2,742)

新
新

新

新

新

拡

拡

拡

新 新

新 新
新 拡

拡拡

拡

拡

（単位：千円）
新：新規事業 ：拡充事業拡 ※括弧内は対前年度比較

日越外交関係樹立50周年南紀白浜空港
国際チャーター便誘致
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（参考１）
令和５年度当初予算のポイント



１．予算の全体像
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（億円） ＜当初予算における歳出規模の推移＞

《予算規模》

歳入・歳出 ６，１３８億円 （対前年度＋９４億円 +１．６％）

《収支状況》

前年度に引き続き歳入・歳出は均衡

⇒ ２年連続で財政調整基金・県債管理基金の取崩しを行わない。

◆財政調整基金残高（Ｒ５末見込み） ３１億円

◆県債管理基金残高（Ｒ５末見込み） １７８億円
２０９億円

（億円）
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※１： 地方消費税清算金、地方譲与税、地方特例交付金

※２： 交通安全対策交付金、分担金及び負担金、使用料及び手数料、諸収入等

Ｒ４当初 Ｒ５当初 増減額 増減率

県税 958億円 983億円 25億円 2.6%

地方交付税 1,789億円 1,796億円 7億円 0.4%

臨時財政対策債 90億円 40億円 ▲ 50億円 ▲ 55.6%

その他　（※１） 604億円 653億円 49億円 8.1%

小　計 3,441億円 3,472億円 31億円 0.9%

国庫支出金 1,055億円 988億円 ▲ 68億円 ▲ 6.4%

県債（臨財債除き） 553億円 543億円 ▲ 10億円 ▲ 1.8%

基金繰入金 77億円 151億円 75億円 97.9%

その他　（※２） 919億円 985億円 66億円 7.2%

6,044億円 6,138億円 94億円 1.6%歳入合計

一
般
財
源

２．歳入の概要

◯ 県税収入は増加する見込みである一方、実質的な地方交付税（地方交付税・臨時財政対策債）は

減少する見込みであり、一般財源総額は前年度と同水準。

935 942 902 958 983 

1,871 1,882 1,971 1,879 1,836 

512 598 548 604 653 

714 806 925 1,055 988 
537 

756 553 553 543 91 

112 109 77 151 871 
810 1,114 919 985 5,531 
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項目別歳入の推移（当初予算ベース）

県税 地方交付税・臨財債 その他（※１）

国庫支出金 県債（臨財債除き） 基金繰入金

その他（※２）

（億円）

その他
※２

県債

基金

国庫
支出金

その他
※1

交付税
臨財債

県税
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（１） 県税収入 ９８３億円 （対前年度＋２５億円、＋２．６％）

・ 個人県民税を中心に増収する見込み

《主な税目の状況》

・個人県民税 ３２０億円
（対前年度 ＋１５億円、 ＋ ５．０％）

・法人二税※1 ２１７億円
（対前年度 ＋ １億円、 ＋ ０．４％）

・地方消費税※2 ２２０億円
（対前年度 ＋ ９億円、 ＋ ４．４％）

・自動車税 １１８億円
（対前年度 ▲ ３億円、 ▲ ２．３％）

・軽油引取税 ６４億円
（対前年度 ＋ ４億円、 ＋ ６．１％）

・その他 ４４億円
（対前年度 ▲ １億円、 ▲ ２．９％）

305 300 291 305 320 

216 205 
166 

216 217 

190 218 
226 

211 220 

115 119 
117 

121 118 

110 100 
102 

105 108 
935 942 
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958 

983 
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R元 R2 R3 R4 R５

個人県民税 法人二税 地方消費税

自動車税 軽油＋その他

個人県民税

法人二税

自動車税

軽油＋
その他

県税収入の推移(当初予算ベース）
（億円）

※１：法人県民税・法人事業税

※２：地方消費税清算金及び市町村交付金を加味した実質的な地方消費税収入は２２９億円（対前年度＋１９億円）

地方消費税

6



（２） 地方交付税・臨時財政対策債 １，８３６億円 （対前年度▲４３億円、▲２．３％）

1,671 1,712 1,701 1,789 1,796 

200 170 270 90 40 

1,871 1,882 
1,971 

1,879 1,836 
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（億円）
地方交付税・臨財債の推移（当初予算ベース）

地方交付税 臨時財政対策債

臨財債

地方
交付税

（３） 国庫支出金 ９８８億円 （対前年度▲６８億円、▲６．４％）

• 新型コロナウイルス感染症対策等の減

新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金 ２４９億円（対前年度＋２２億円【＋ ４４億円】※）

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 ２２億円（対前年度▲６４億円【▲１５９億円】※）

※隅括弧内は現計予算の額に２月補正予算案による補正を加えた額との比較

地方交付税 １，７９６億円

（対前年度＋ ７億円、＋０．４％）

臨時財政対策債 ４０億円

（対前年度▲５０億円、▲５５．６％）

• 県税収入の増加等に伴い、実質的な地方
交付税（地方交付税・臨財債）は減少する
見込み
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（４） 県債（臨財債除き） ５４３億円
（対前年度▲１０億円、▲１．８％）

• 医大の機器整備の減等による通常債の減

◎内訳： 通常債 ４９５億円、行革債 ４８億円

◎県債依存度： ８．８％（対前年度▲０．４％)

447

681

497 521 495

53

52

55 32 4837

23
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756

553 553 543
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（億円）
臨財債を除く県債発行額の推移（当初予算ベース）

通常債 行革債 退手債

（参考） 臨財債含む県債 ５８３億円
（対前年度▲６０億円、▲９．４％）

◎県債依存度 ９．５％（対前年度▲１．１％）

■県債残高の推移 （年度末見込み）

○県債残高全体 １兆 ７９２億円
（対前年度末▲９０億円、▲０．８％）

○臨財債を除く県債残高 ７，６２７億円
（対前年度末＋１１４億円、＋１．０％）

◎内訳： 通常債 ７，２８５億円、行革債・退手債 ３４２億円
◎県民一人あたり県債残高（臨財債除き）： ８１．６万円

＜県債残高の推移＞

退手債

行革債

通常債

※R元～R3は決算、R4は２月補正後、R5は当初予算ベース
※県債残高は、満期一括償還県債に係る県債管理基金への積立額を償還額に含めた場合の額 8
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主な基金の残高の推移 〔単位：億円〕

         基金名
R４年度末

残高見込み

R５年度末

残高見込み
増減

財政調整基金 46 31 ▲ 15

県債管理基金 178 178 0

福祉対策等基金 84 57 ▲ 27

地域医療介護総合確保基金 43 32 ▲ 11

産業開発基金 55 23 ▲ 32

公債費臨時対策基金 84 64 ▲ 19

     Ｒ４年度末残高見込みは２月補正後ベース

     Ｒ５年度末残高見込みは当初予算ベース

（５） 基金繰入金 １５１億円 （対前年度＋７５億円、＋９７．９％）

• 医療・介護施設の整備、医療・介護従事者の確保等のための地域医療介護総合確保基金からの

繰入金等

《主な基金からの繰入金》

• 地域医療介護総合確保基金 ３９億円（対前年度＋ ９億円）…医療・介護施設の整備、医療・介護従事者の確保等

• 産業開発基金 ３２億円（対前年度＋ ２億円）…企業立地奨励金、あやの台用地造成等

• 福祉対策等基金 ３０億円（対前年度＋２６億円）…県単独医療費助成、新型コロナウイルス感染症対策等

（６） その他の歳入 １，６３８億円

（対前年度＋１１５億円、＋７．６％）

《主な内訳・増減要因》

• 地方消費税清算金 ４６５億円 （対前年度 ＋４４億円）

• 地方譲与税 １８３億円 （対前年度 ＋ ５億円）

• 地方特例交付金 ５億円 （対前年度 ▲ ０億円）

• 分担金及び負担金 １０億円 （対前年度 ▲ ２億円）

• 諸収入 ９０９億円 （対前年度 ＋７０億円）

うち中小企業融資制度貸付金元利収入
８２８億円 （対前年度 ＋６９億円）

■基金残高の推移 （年度末見込み）

R４年度 ８８５億円 ⇒ R５年度 ７７１億円

（対前年度▲１１４億円）
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３．歳出の概要

◯ 新型コロナウイルス感染症対策予算として２９４億円※を計上。

◯ 物価高騰局面にありながらも社会保障関係経費をはじめ、県行政の推進に必要な予算を確保。

Ｒ４当初 Ｒ５当初 増減額 増減率

人件費 1,356億円 1,320億円 ▲ 37億円 ▲ 2.7%

公債費 678億円 717億円 39億円 5.8%

扶助費 194億円 197億円 3億円 1.5%

小　計 2,228億円 2,234億円 6億円 0.3%

投資的経費 1,030億円 1,036億円 6億円 0.6%

補助費等 1,635億円 1,608億円 ▲ 27億円 ▲ 1.7%

その他　(※） 1,151億円 1,261億円 110億円 9.5%

6,044億円 6,138億円 94億円 1.6%歳出合計

義
務
的
経
費
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946 1,275 1,151 1,261 

5,531 
5,905 

6,120 6,044 6,138 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

R元 R2 R3 R4 R5

(億円）

人件費 公債費 扶助費 投資的経費 補助費等 その他

性質別歳出の推移（当初予算ベース）

投資的
経費

扶助費

公債費

人件費

その他

補助費等

※維持補修費、積立金、貸付金、繰出金等

※福祉保健部及び危機管理局所管
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（２） 公債費 ７１７億円 （対前年度＋３９億円、＋５．８％）

（１） 人件費 １，３２０億円 （対前年度▲３７億円、▲２．７％）

1,191 1,185 1,184 1,169 1,186

146 132 111 120 65

51 58 69 68
69

1,388 1,374 1,363 1,356
1,320

800

1,000

1,200

1,400

R元 R2 R3 R4 R5

（億円） 人件費の推移（当初予算ベース）

経常人件費(一般職) 退職手当 その他

その他

退職手当

経常人件費
（一般職）

647 661 667 632 672 

71 62 52 
45 

45 

719 723 720 
678 

717 

200

400

600

800

R元 R2 R3 R4 R5

（億円） 公債費の推移（当初予算ベース） 元金 利子

元金

利子

• 人事委員会勧告に伴う給与改定や再任用職員の

増等による経常人件費の増

• 定年引上げに伴う退職手当の減

経常人件費（一般職） １，１８６億円

（対前年度 ＋１７億円、 ＋１．５％）

退職手当 ６５億円

（対前年度 ▲５５億円、 ▲４５．７％）

その他の人件費 ６９億円

（対前年度 ＋１億円、 ＋１．５％）

• 臨時財政対策債等に係る元金償還金の増
• 金利上昇による利子償還金の増
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《主な内訳・増減要因》

・ 普通建設補助 ５８６億円
（対前年度 ＋１７億円、＋２．９％）

うち 南紀・はまゆう支援学校再編整備 ＋１８億円

・ 普通建設単独 ２３７億円
（対前年度 ▲６億円、▲２．４％）

うち 伊都振興局大規模改造の完了 ▲８億円

・ 直轄負担金 １４６億円
（対前年度 ▲２億円、▲１．１％）

うち 国直轄道路 ＋３億円
（すさみ串本道路、有田海南道路等）

・ 災害復旧 ６７億円
（対前年度 ▲３億円、 ▲４．９％）

603 

785 

602 569 586 

254 

374 

242 
242 237 

106 

133 

128 148 146 

100 

91 

92 70 67 

1,062 

1,384 

1,065 
1,030 1,036 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

R元 R2 R3 R4 R5

（億円） 投資的経費の推移（当初予算ベース）

普通建設補助 普通建設単独 直轄負担金 災害復旧

災害復旧

直轄
負担金

普通建設
単独

普通建設
補助

（３） 投資的経費 １，０３６億円 （対前年度＋６億円、＋０．６％）

※R2年度は
防災・減災・国土強靱化のため
の３か年緊急対策関連予算
（207億円）を当初予算に計上
している。
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（４） 補助費等 １，６０８億円 （対前年度▲２７億円、▲１．７％）

• 新型コロナウイルス感染症対策等の減

《主な内訳・増減要因》

• 感染症対策 １７９億円 （対前年度▲３３億円（▲３３億円）※１）

• 感染拡大傾向時のＰＣＲ等検査 １６億円 （対前年度▲１２億円（＋１億円）※１）

• 諸支出金※２ ４９７億円 （対前年度＋３７億円（▲９億円）※１）

飲食・宿泊・サービス業等支援金 皆減 （対前年度▲２５億円（▲４６億円）※１）

※１ 括弧内は現計予算の額に２月補正予算案による補正を加えた額との比較

※２ 地方消費税清算金、地方消費税市町村交付金等

（５） その他の歳出 １，２６１億円 （対前年度＋１１０億円、＋９．５％）

• 中小企業融資制度貸付金等の増

《主な内訳・増減要因》

• 貸付金 ８４６億円 （対前年度 ＋３７億円）

うち 中小企業融資制度実施 ８２８億円 （対前年度 ＋６９億円）

13



【参考】 社会保障と税の一体改革による影響

社会保障と税の一体改革に伴う地方消費税の引上げによる増収分については、全て
社会保障施策に要する経費の財源として活用

【歳入】 １２５億円

◯ 地方消費税の引上げによる税収等の増 １２５億円
（消費税率５％→８％→１０％の増加額）

【歳出】 １２５億円（県負担ベース）

社会保障の充実 ４６億円
・ 子供・子育て支援の推進等 １９．２億円

（うち、幼児教育・保育の無償化分 １１．７億円）

・ 低所得者の介護保険料の軽減強化 ４．５億円

・ 低所得者の国民健康保険料の軽減 ４．５億円

・ 市町村国民健康保険に対する財政支援の強化 ４．５億円

・ 難病患者等に係る安定的制度の確立 １．８億円 等

◯ 消費税増税に伴う社会保障費の増（診療・介護報酬改定等） １０億円

社会保障の安定化（自然増等） ６９億円
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（参考２）
令和５年度の重点施策



１．産業の振興 ①

農林水産業の振興

96,802
111,000
201,500
799,213
29,700
200,000
16,944

【農業の経営発展・生産力強化】
農業産出額の拡大を図るため、意欲ある農業者の協業化による経営発展の取組や生産性向上に向けた取組を支援

【林業・木材産業の生産基盤強化】
豊富な森林資源の活用促進を図るため、林道等の基盤整備や加工施設への省力化設備導入等を支援

【水産資源の回復】
AI解析を活用した藻場等の調査により効果的な漁場整備を推進するとともに、漁獲量減少が顕著なタチウオの資源管理を
強化

【販路開拓、スマート化、担い手確保】
県産品の戦略的な販路開拓に取り組むとともに、生産性向上に向けたスマート技術の導入支援や、新たな担い手確保の
ための取組を強化

●主な事業（単位：千円）
5,000

127,892
17,779
10,597
47,643
92,575
22,367

農林水産部 研究推進室［2995］ 食品流通課［2817］
果樹園芸課［2902］ 経営支援課［2880］
林業振興課［2960］ 水産振興課［3000］
資源管理課［3010］

内線は「073-441」に続けてダイヤルすると外部から
直接つながります

• 強い経営体育成支援［経営支援課］
• 日本一の果樹産地づくり［果樹園芸課］
• 次世代野菜花き産地パワーアップ［果樹園芸課］
• 補助林道［林業振興課］
• 紀州林業収益向上プロジェクト［林業振興課］
• 紀州材生産力高度化支援［林業振興課］
• 沿岸漁業の再生を目指した漁場整備［水産振興課］

• タチウオの資源回復［資源管理課］
• 県産品の戦略的な販路開拓［食品流通課］
• スマート農業技術導入拡大［研究推進室］
• スマート養殖漁業推進［資源管理課］
• 農業の担い手育成総合対策［経営支援課］
• 「わかやまの森」次世代人材確保支援［林業振興課］
• 次代につなぐ漁村づくり支援［水産振興課］

新

新

新
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１．産業の振興 ②
観光産業の振興

【大阪・関西万博、世界遺産を生かした観光誘客】
「弘法大師空海御誕生1250年(R5)」や「世界遺産登録20周年(R6)」、「大阪・関西万博(R7)」等、観光産業にとって
追い風となるビッグイベントに向け、国内外からの誘客に取り組み、ポストコロナを見据えた持続可能な観光成長戦略を推進

【ワーケーション推進】
「ワーケーションの聖地＝和歌山」を全国に発信するとともに、和歌山ならではの体験プログラムを取り入れたコンテンツの磨き
上げや、受入事業者の育成、受入地域の拡大を図ることで、ワーケーションをさらに推進

【クルーズ客船誘致】
ポストコロナの旅行需要（個人化、分散化）に応じたツアー開発や寄港プロモーションに取り組み、クルーズ客船寄港を促進

●主な事業（単位：千円）
• わかやま「観光力」推進［観光振興課］
• 世界遺産等推進［観光振興課］
• 「水の国、わかやま。」「アウトドア観光」推進［観光振興課］
• 国際観光推進［観光交流課］

44,113
254,418
7,049
37,279

• 外国人観光客受入環境整備［観光交流課］
• 大阪･関西万博推進［商工観光労働総務課］
• 和歌山ワーケーション推進［情報政策課］
• クルーズ客船寄港促進［港湾空港振興課］

209,591
46,974
21,580
246,705

企画部 情報政策課［2405］
商工観光労働部 商工観光労働総務課［2725］

観光振興課［2777］
観光交流課［2789］

県土整備部 港湾空港振興課［3155］
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１．産業の振興 ③

最先端産業の振興と企業の成長支援・誘致推進

【宇宙関連産業・蓄電池関連産業の集積】
民間ロケット発射場「スペースポート紀伊」や車載用リチウムイオン電池製造拠点を核として、宇宙関連産業や蓄電池関連
産業など成長分野の企業集積を推進

【産業DX推進】
県内企業の競争力強化のため、「わかやまデジタル革命推進プロジェクト」として、専門家派遣やシステム導入支援等、
産業DX実現に向けた一貫支援を実施

【ロケット発射場周辺地域活性化】
ロケットを活用した地域活性化のため、経済波及効果の最大化と交通渋滞の回避を両立させる戦略的な誘客を促進

【企業誘致】
国内回帰が活発化している製造業、成長分野として期待されるICT企業やサービス産業の誘致を推進

●主な事業（単位：千円）
• わかやまデジタル革命推進プロジェクト［企業振興課、産業技術政策課］
• システムカイゼン促進［企業振興課］
• 民間ロケット発射場周辺地域活性化［産業技術政策課］
• 企業立地促進対策助成［企業立地課］
• ICT和歌山推進［企業立地課］
• サービス産業誘致促進［企業立地課］

76,668
154,119
41,770

1,470,620
4,695
34,126

商工観光労働部 企業振興課［2758］
産業技術政策課［2354］
企業立地課［2753］

新
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２．子供を育む環境づくり
子育て支援

教育の充実

【妊娠・子育て等の相談及び経済的支援、保育料の無償化、待機児童解消対策】
妊娠から子育てまでの伴走型相談支援と経済的支援の一体的実施や保育料の無償化、保育士の労働環境改善等による
保育人材定着支援、保育所整備支援等を実施

【地域で育む環境づくり】
地域で子供を育むため、子供食堂への支援や放課後児童クラブの設置等、子供の居場所づくりを促進

【専門性を伸ばす教育の充実】
串本古座高校の「宇宙探究コース」設置準備や、農業系高校と農林大学校を5年間の一貫教育で結ぶ取組を実施

【きのくに学力向上総合戦略】
小中学生の学力および教員の指導力向上のため、学習到達度調査や教員の先進地域への派遣・研修等を実施

【いじめ、不登校対策】
いじめ、不登校の解消に向け、未然防止、早期発見･早期対応、学校復帰までの各段階に応じた取組を総合的に実施

●主な事業（単位：千円）
• 子ども・子育て支援［子ども未来課］

妊娠・子育て等の相談及び経済的支援
• 紀州っ子いっぱいサポート［子ども未来課］
• 保育士人材確保［子ども未来課］

760,620
238,975
161,046

• 認定こども園施設整備［子ども未来課］
• 和歌山子供食堂支援［子ども未来課］
• 放課後児童健全育成対策等施設整備 ［子ども未来課］
• 子どもの居場所づくり［生涯学習課］

206,368
22,698
36,851
27,892

●主な事業（単位：千円）
• 宇宙教育推進［県立学校教育課、義務教育課］
• わかやま農業教育一貫プロジェクト［県立学校教育課］
• きのくに学力向上総合戦略［義務教育課］

5,960
1,985
52,765

• 不登校等総合対策［教育支援課］
• 学びのセーフティネット［教育支援課］

405,650
73,835

福祉保健部 子ども未来課［2490］
教育庁 生涯学習課［3721］

県立学校教育課［3707］
義務教育課［3709］
教育支援課［3694］
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３．脱炭素社会の実現に向けた取組
カーボンニュートラルの推進

【企業の脱炭素化支援】
世界規模で進む脱炭素社会の実現に向けた動きを成長の機会と捉え、県内企業の脱炭素化に向けた計画策定などに
対する支援を実施

【県有施設等の脱炭素化】
温室効果ガス排出量削減目標達成に向け、県有施設への太陽光発電設備設置や、公用車への電動車導入を推進

【適切な森林整備の推進】
二酸化炭素の吸収や土砂災害の防止、水源の涵養等、森林の多面的機能を増進させるため、間伐や主伐後の再造林等
の森林整備を支援

【林業・木材産業の生産基盤強化】＜再掲＞
豊富な森林資源の活用促進を図るため、林道等の基盤整備や加工施設への省力化設備導入促進等を支援

• 脱炭素経営モデル推進支援［産業技術政策課］
• 「脱炭素！」企業拡大プロジェクト［環境生活総務課］
• 県有施設等の脱炭素化推進［環境生活総務課］
• 森林環境保全整備［森林整備課］

●主な事業（単位：千円）
13,000
1,621
69,328
759,556

• 「企業の森」推進［森林整備課］
• 補助林道［林業振興課］＜再掲＞
• 紀州林業収益向上プロジェクト［林業振興課］＜再掲＞
• 紀州材生産力高度化支援［林業振興課］＜再掲＞

2,445
799,213
29,700
200,000

環境生活部 環境生活総務課［2670］
商工観光労働部 産業技術政策課［2354］
農林水産部 林業振興課［2960］

森林整備課［2970］

新

新

新
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４．活力あふれる地域づくり ①
インフラの整備と活用

【道路ネットワーク、港湾、空港の整備】
企業誘致、産業の成長、観光誘客など将来のチャンスを保障し、大阪・関西万博の効果を最大限に発揮するために不可
欠な道路ネットワークや港湾及び空港の整備を推進

【企業用地開発】
国内回帰が活発化している製造業の誘致に向け、あやの台北部用地をはじめ、市町村と連携した工業団地の開発を推進

【南紀白浜空港活性化、クルーズ客船誘致＜再掲＞ 】
南紀白浜空港への国際チャーター便誘致やクルーズ客船の寄港促進により、地域経済を活性化

【地域生活交通の維持・確保】
地域住民にとって不可欠な生活交通を維持･確保していくため、市町村が行う地域に適した交通体系の再構築を支援

●主な事業（単位：千円）

34,804,168
• 港湾施設整備［港湾漁港整備課］
• 空港整備［港湾空港振興課］
• あやの台北部用地開発［企業立地課］

21,079
37,279
8,954

• 道路ネットワークの整備［道路政策課、道路保全課、道路建設課］

企画部 総合交通政策課［2343］
商工観光労働部 企業立地課［2753］
県土整備部 道路政策課［3096］

道路保全課［3110］
道路建設課［3095］
港湾空港振興課［3155］
港湾漁港整備課［3157］

• 南紀白浜空港管理［港湾空港振興課］
日越外交関係樹立50周年南紀白浜空港国際チャーター便誘致

• クルーズ客船寄港促進［港湾空港振興課］＜再掲＞
• 地域生活交通確保支援［総合交通政策課］

1,641,310
504,000

1,448,611

新

20



４．活力あふれる地域づくり ②
賑わいのある地域づくり

【わかやま移住定住総合戦略】
きめ細かい相談体制や、移住関心層への情報発信強化、お試し移住、空き家を利活用した住まい支援、二地域居住や
関係人口拡大の取組等により、本県への移住定住を促進

【まちの賑わい空間創出】
住みやすさと生活の楽しさを実感できるまちづくりを目指し、市町村と連携し、まちづくり検討組織を立ち上げ、空き家対策、
未利用建築物の除却・跡地活用等により、賑わいのある空間創出を推進

【紀伊風土記の丘再編整備】
考古・民俗資料の保存・活用を図るため、令和10年度の開館を目指し、紀伊風土記の丘を再編整備

●主な事業（単位：千円）
• わかやま移住定住総合戦略［移住定住推進課］
• ふるさと生活圏活性化支援［移住定住推進課］
• まちの賑わい空間創出プロジェクト［地域政策課］
• 未利用建築物の除却・跡地活用等促進［建築住宅課］
• 紀伊風土記の丘新館建設［文化遺産課］

136,729
35,264
5,183
25,000
355,579

企画部 地域政策課［2371］
移住定住推進課［2426］

県土整備部 建築住宅課［3210］
教育庁 文化遺産課［3730］

新
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５．安全・安心に暮らせる社会づくり ①
防災・減災対策の推進

【『災害による犠牲者ゼロ』の実現】
南海トラフ地震・津波や、巨大化する台風、局地的豪雨への対策として、「津波から『逃げ切る！』支援対策プログラム」
を計画的に実施するとともに、命を守る道路・河川・海岸整備など国土強靱化を着実に実施

【防災DX推進】
ドローンを活用した被害状況確認や避難誘導、薬剤等の緊急物資輸送など新たなデジタル技術を積極的に取り入れ、災害
対応力を強化

【大規模災害時における災害対処能力の強化】
災害発生直後における迅速かつ的確な救出救助活動と優先度の高い警察業務を継続できる体制を構築

• ドローンを活用した防災・減災対策［防災企画課］
• ドローンによる施設点検の自動化・迅速化［河川課］
• 盛土等規制対策［都市政策課］
• 大規模災害時における災害対処能力の強化［警察本部］

●主な事業（単位：千円）
9,297
27,170
36,700
118,002

• 津波から“逃げ切る”ための堤防等の整備
［港湾漁港整備課］

• 住宅耐震化促進［建築住宅課］
• 総合的な洪水・土砂災害対策の推進

［河川課、砂防課、農業農村整備課］

危機管理局 防災企画課［2271］
農林水産部 農業農村整備課［2940］
県土整備部 河川課［3134］砂防課［3171］

都市政策課［3231］
建築住宅課［3210］
港湾漁港整備課［3157］

警察本部 [代表：073-423-0110  内線：5755]

1,957,537

163,208
11,094,119

新

新

新
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５．安全・安心に暮らせる社会づくり ②

医療・福祉の充実

【新型コロナウイルス感染症対策】
県内すべての陽性者の安心を確保しつつ、重症化リスクのある方に重点化を図り、県民の生命を守る

【地域医療を支える医師確保】
どの地域でも必要な医療が受けられるよう、義務年限終了後の地域枠医師の県内定着促進や偏在対策を推進

【児童虐待やヤングケアラーへの対応】
子供や家庭が抱える問題に対応するため、児童家庭支援センターを追加設置し、相談体制を強化

【健康づくり推進】
県民が主体的に健康づくりに取り組める仕組みづくりを推進するとともに、がん検診の受診勧奨などがん対策を推進

【介護・障害福祉サービス施設整備】
質の高い介護や障害福祉サービス提供のため、介護・障害福祉サービス施設整備を促進

【介護人材確保】
介護人材の確保に向け、介護未経験者の就労を促進

●主な事業（単位：千円）
• 感染症対策（感染症病床の確保）［健康推進課］
• 感染症対策（自宅療養者健康観察）［健康推進課］
• 地域医療支援センター運営［医務課］
• 産婦人科医師緊急確保対策［医務課］
• 児童家庭支援センター運営［子ども未来課］

16,193,500
2,834,386
66,907
82,000
51,078

• がん対策推進［健康推進課］
• 老人福祉施設整備［長寿社会課］
• 障害者支援施設整備［障害福祉課］
• 介護人材確保対策［長寿社会課］

77,080
1,764,171
297,650
17,740

福祉保健部 子ども未来課［2490］
長寿社会課［2520］
障害福祉課［2530］
医務課［2600］
健康推進課［2656］
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主な事業
スマート農業技術導入拡大［農林水産部研究推進室］ １７，７７９
ＩＣＴやロボット技術等の先端技術を有するメーカー等と連携しながら、スマート農業技術の導
入拡大・定着を推進

スマート養殖漁業推進［農林水産部資源管理課］ １０，５９７
養殖漁業の振興を図るため、ＩｏＴ等を活用した最新機器の導入に取り組む養殖事業者を
支援

農業の担い手育成総合対策［農林水産部経営支援課］ ４７，６４３
就農相談会等による就農希望者の呼び込み強化や農業に参入しやすい仕組みを産地に構築
することで新規就農者を確保

「わかやまの森」次世代人材確保支援［農林水産部林業振興課］ ９２，５７５
林業の担い手確保のため、ＳＮＳによる情報発信や都市部でセミナーを開催するとともに、新規
雇用者に必要な安全装備の購入や特用林産物の生産等を支援

次代につなぐ漁村づくり支援［農林水産部水産振興課］ ２２，３６７
漁村の将来像の実現に向けた実行計画に基づき、漁協が実施する新規担い手の確保・育成
や、中核的な漁業者の育成を支援

●観光産業の振興

わかやま「観光力」推進［商工観光労働部観光振興課］ ２０９，５９１
本県が有する多彩な観光資源を活用し、地域が一体となって魅力ある観光地づくりに取り組むと
ともに、戦略的な観光プロモーションを積極的に展開して誘客を促進

世界遺産等推進［商工観光労働部観光振興課］ ４６，９７４
世界遺産「紀伊山地の霊場と参詣道」の保全・活用の推進及び周知・啓発並びに日本遺産を
活用した情報発信等を実施

「水の国、わかやま。」「アウトドア観光」推進［商工観光労働部観光振興課］
２１，５８０

水にまつわる観光資源のブラッシュアップ等を行うとともに、アウトドア観光にも焦点を当て、本県へ
の誘客と持続可能な観光地づくりを促進

国際観光推進［商工観光労働部観光交流課］ ２４６，７０５
外国人観光客の誘致を図るため、東アジア、東南アジア及び欧米豪をターゲットにしたプロモー
ション活動を実施

外国人観光客受入環境整備［商工観光労働部観光交流課］ ４４，１１３
外国人観光客が快適・安全に県内を周遊できる環境を整備するため、市町村等が実施する観
光資源の整備を支援するとともに、高野・熊野地域通訳案内士の育成等を実施

（単位：千円）

１．産業の振興
●農林水産業の振興

強い経営体育成支援［農林水産部経営支援課］ ９６，８０２
就農希望者の法人形態等による雇用の創出と優良農地の維持を図るため、法人化を目指す
協業組織や農業法人の経営発展を支援

日本一の果樹産地づくり［農林水産部果樹園芸課］ １１１，０００
日本一の果樹産地をめざし、国内外のニーズに対応した戦略品種の早期産地化や輸出産地
の育成、スマート農機の導入など生産力の強化を促進

次世代野菜花き産地パワーアップ［農林水産部果樹園芸課］ ２０１，５００
野菜花き産出額の増加を図るため、高度な環境制御システムの導入や災害に強い園芸用ハ
ウスの整備等、生産から販売までの総合的な取組を促進

補助林道［農林水産部林業振興課］ ７９９，２１３
木材生産コストの低減及び森林整備の促進を図るため、林道の整備を支援

紀州林業収益向上プロジェクト［農林水産部林業振興課］ ２９，７００
森林施業の省力化を図るためのスマート林業機器の導入を支援

(新)紀州材生産力高度化支援［農林水産部林業振興課］ ２００，０００
エネルギー価格高騰対策や原木等の消費量拡大のため、エネルギー効率や生産効率等に優
れた加工機械等への転換及び導入を支援

(新)沿岸漁業の再生を目指した漁場整備［農林水産部水産振興課］ １６，９４４
地域ごとに藻場や水産資源の減少要因を分析し、環境や生態に応じた漁場整備を行うこと
で、沿岸漁場の生産力向上と水産資源回復を図る

(新)タチウオの資源回復［農林水産部資源管理課］ ５，０００
漁獲量が激減しているタチウオの資源回復を図るため、資源調査・評価を行うとともに、禁漁
期・禁漁区の設定等により資源管理を推進

県産品の戦略的な販路開拓［農林水産部食品流通課］ １２７，８９２
県産品の持つ魅力を様々な角度からＰＲするとともに、県内食品事業者や生産者の多様な
ニーズに応じた販路開拓の支援を行うなど、県産品の戦略的な販路開拓を支援
・県産品販路開拓コーディネート
・国内大型展示会出展
・和歌山県農水産物・加工食品輸出促進
・高級ブランド新構築
・「おいしい！健康わかやま」定着ＰＲ戦略

４７，９７４
２２，８５０
４４，５４４
８，５９４
３，９３０
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２．子供を育む環境づくり

●子育て支援

(新)子ども・子育て支援（妊娠・子育て等の相談及び経済的支援）
［福祉保健部子ども未来課］ ７６０，６２０
妊娠から出産、子育てまで、一貫して相談に応じ、様々なニーズに即した支援につなぐ伴走型
の相談支援と経済的支援を一体的に実施する市町村を支援

紀州っ子いっぱいサポート［福祉保健部子ども未来課］ ２３８，９７５
多子を育てる世帯の経済的負担を軽減するため、第２子の一部と第３子以降の子の保育
料等の無償化や、就学前児童の一時預かり等の利用料助成を行う市町村を支援

保育士人材確保［福祉保健部子ども未来課］ １６１，０４６
保育人材不足を解消し待機児童をなくすとともに、保育の質の向上に繋げていくため、潜在
保育士の再就職や保育士の労働環境改善への支援、保育士修学資金の貸付け等を実施

認定こども園施設整備［福祉保健部子ども未来課］ ２０６，３６８
認定こども園の設置促進のための施設整備及び緊急環境整備並びに保育環境改善等の
支援を実施

和歌山子供食堂支援［福祉保健部子ども未来課］ ２２，６９８
子供食堂の新規開設等に係る経費や物価高騰の影響を受ける食材費等の補助、子供食
堂と多機関をつなぐネットワーク構築等により、子供の居場所づくりを推進

放課後児童健全育成対策等施設整備［福祉保健部子ども未来課］ ３６，８５１
放課後児童クラブ等を整備する市町村に対する支援

子どもの居場所づくり［教育委員会生涯学習課］ ２７，８９２
放課後等に１人で過ごさなければならない子供の居場所づくりを行い、学習支援等を実施す
る市町村を支援

１．

大阪・関西万博推進［商工観光労働部商工観光労働総務課］ ２５４，４１８
大阪・関西万博において、関西パビリオン内に設置する和歌山館（仮称）の整備及び機運醸
成を図る取組等を実施

和歌山ワーケーション推進［企画部情報政策課］ ７，０４９
地域資源の掘り起こしによるプログラム造成やモニターツアー等を実施し、受入事業者の育成や
受入地域の拡大を図ることで、本県が全国に先駆けて提唱したワーケーションをさらに推進

クルーズ客船寄港促進［県土整備部港湾空港振興課］ ３７，２７９
ポストコロナや大阪・関西万博を見据え、インバウンド旅行需要の取り込みを目指し、県内３港
（和歌山下津港、日高港、新宮港）へのクルーズ客船寄港誘致活動を推進

●最先端産業の振興と企業の成長支援・誘致推進

わかやまデジタル革命推進プロジェクト
［商工観光労働部企業振興課、産業技術政策課］ ７６，６６８
変化する社会に適応できるよう、県内産業のあらゆる分野においてデジタルトランスフォーメーショ
ン（ＤＸ）を推進するため、ＤＸセミナーやデジタル経営診断、各種講習等の開催、デジタル
技術を導入するための専門家による伴走支援等を実施
・デジタル経営推進［企業振興課］
・デジタル講習［産業技術政策課］
・ＤＸチャレンジ［産業技術政策課］
・デジタル専門家派遣［産業技術政策課］

システムカイゼン促進［商工観光労働部企業振興課］ １５４，１１９
県内中小企業の生産現場の効率化や経営管理体制の強化を図るため、工程管理システム
や基幹業務支援システム等の導入を支援

民間ロケット発射場周辺地域活性化［商工観光労働部産業技術政策課］
４１，７７０

スペースポート紀伊からのロケット発射に合わせたイベント開催、渋滞対策及び宇宙・ロケットを
テーマとするシンポジウムを開催

企業立地促進対策助成［商工観光労働部企業立地課］ １，４７０，６２０
新規立地した誘致企業や増設した県内企業に対する優遇措置及び民間事業者によるＩＣ
Ｔオフィス整備の支援

ＩＣＴ和歌山推進［商工観光労働部企業立地課］ ４，６９５
ＩＣＴ企業の更なる誘致と集積を図るため、優れた立地環境等のＰＲを実施

(新)サービス産業誘致促進［商工観光労働部企業立地課］ ３４，１２６
県外及び海外の企業等に対するプロモーション活動の強化等により、本県サービス産業への投
資を促進

２６，４０８
２７，３０１
２１，１７５
１，７８４
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森林環境保全整備［農林水産部森林整備課］ ７５９，５５６
県土の保全、水源の涵養及び自然環境の保全等、森林の持つ多様な機能を総合的に発揮させる
ための森林整備を支援

「企業の森」推進［農林水産部森林整備課］ ２，４４５
企業のＣＳＲ活動等により県内の森林環境保全を進めるため、環境貢献に関心のある企業・団
体の誘致推進を実施

補助林道［農林水産部林業振興課］【再掲】 ７９９，２１３
木材生産コストの低減及び森林整備の促進を図るため、林道の整備を支援

紀州林業収益向上プロジェクト［農林水産部林業振興課］【再掲】 ２９，７００
森林施業の省力化を図るためのスマート林業機器の導入を支援

(新)紀州材生産力高度化支援［農林水産部林業振興課］【再掲】 ２００，０００
エネルギー価格高騰対策や原木等の消費量拡大のため、エネルギー効率や生産効率等に優れた
加工機械等への転換及び導入を支援

４．活力あふれる地域づくり
●インフラの整備と活用

道路ネットワークの整備［県土整備部道路政策課、道路保全課、道路建設課］
３４，８０４，１６８

「ひと」・「もの」の流れを活性化し、南海トラフ巨大地震などの大規模災害に備えるため、高速道
路や県内の幹線道路等を計画的に整備
・高速道路ネットワーク等の整備［道路政策課］
・府県間道路、ＩＣアクセス道路の整備［道路建設課］
・幹線道路網の整備［道路建設課］
・都市内道路、基本的生活に不可欠な道路の整備［道路建設課］
・地震・風水害対策［道路保全課］
・老朽化対策［道路保全課］

港湾施設整備［県土整備部港湾漁港整備課］ 1，６４１，３１０
防波堤・岸壁・物揚場・臨港道路等の港湾施設を改良することにより、安全で効率的な荷役の作
業等、物流の効率化及び港湾施設の利活用を促進

空港整備［県土整備部港湾空港振興課］ ５０４，０００
南紀白浜空港の空港機能を確保するため、老朽化した滑走路の改良及び滑走路端安全区域
（RESA）の整備等を実施

●教育の充実

宇宙教育推進［教育委員会県立学校教育課、義務教育課］ ５，９６０
串本町でのロケット打ち上げを契機に、宇宙を学びたい生徒を県内外から呼び込み、人材を育
成するため、串本古座高等学校への宇宙探究コースの新設に向けた準備を進めるとともに、児
童生徒の宇宙をはじめとする科学への興味・関心を高めるため、ロケット発射見学等を実施

わかやま農業教育一貫プロジェクト［教育委員会県立学校教育課］ １，９８５
本県の農業を支える人材を育成するため、農業系高等学校と農林大学校が連携した５年間
一貫教育を実施

きのくに学力向上総合戦略［教育委員会義務教育課］ ５２，７６５
小中学生の学力向上に向け、本県独自の学習到達度調査を実施するとともに、教員の授業
力向上のための先進地域への派遣及び管理職の学校経営力向上のための研修を実施

不登校等総合対策［教育委員会教育支援課］ ４０５，６５０
不登校等の未然防止、早期発見・早期対応のため、スクールカウンセラーやスクールソーシャル
ワーカー、不登校児童生徒支援員の配置等を実施

学びのセーフティネット［教育委員会教育支援課］ ７３，８３５
長期欠席児童生徒にＩＣＴの活用や訪問支援員等による学習支援を実施

３．脱炭素社会の実現に向けた取組
●カーボンニュートラルの推進

(新)脱炭素経営モデル推進支援［商工観光労働部産業技術政策課］ １３，０００
ビジネスチャンスの拡充や競争力の向上につなげるため、県内中小企業の脱炭素経営に向けた
取組に対し、様々なニーズに合わせたオーダーメイド型の支援を実施

「脱炭素！」企業拡大プロジェクト［環境生活部環境生活総務課］ １，６２１
脱炭素社会の実現を目指すため、県内企業の経営者を対象に業種別セミナーを開催

(新)県有施設等の脱炭素化推進［環境生活部環境生活総務課］ ６９，３２８
本県の温室効果ガス排出量削減目標達成に向け、ＰＰＡ（太陽光発電設備の無償設置
を行う発電事業者から電力を購入する契約形態）を活用した県有施設への太陽光発電設
備設置や公用車への電動車導入を推進

１０，４９１，４７５
１，７５９，０００

１４，３３２，２８５
６，２３８，３０３

９８０，９５０
１，００２，１５５
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５．安全・安心に暮らせる社会づくり
●防災・減災対策の推進

津波から“逃げ切る”ための堤防等の整備［県土整備部港湾漁港整備課］
１，９５７，５３７

津波避難困難地域における居住者の避難時間を確保するとともに、津波避難困難地域以
外の経済被害を抑え、早期の復旧・復興につなげるため、港湾・漁港・海岸堤防等について
耐震・耐津波機能診断を行い、堤防等の嵩上げや耐震化等の整備を実施
・港湾施設整備（津波対策）［港湾漁港整備課］
・海岸整備（港湾）（津波対策）［港湾漁港整備課］
・海岸整備（海岸）（津波対策）［港湾漁港整備課］
・漁港施設整備（津波対策）［港湾漁港整備課］

住宅耐震化促進［県土整備部建築住宅課］ １６３，２０８
大規模地震発生時の住宅倒壊等による人的被害を軽減するため、住宅の耐震診断や設
計、改修、津波避難困難地域から移転する際の住宅の除却等に対する助成を実施すると
ともに、耐震診断実施済みの方への個別相談や補強計画の提案等を支援

総合的な洪水・土砂災害対策の推進
［県土整備部河川課、砂防課、農林水産部農業農村整備課］１１，０９４，１１９
近年頻発する浸水被害や土砂災害から県民の生命・財産を守るため、国土の強靱化を推進
・河川整備（洪水対策）［河川課］
・堤防改修（洪水対策）［河川課］
・砂防（土砂災害対策）［砂防課］
・急傾斜地崩壊対策［砂防課］
・小規模土砂災害対策［砂防課］
・砂防修繕［砂防課］
・砂防調査［砂防課］
・総合土砂災害対策情報システム整備［砂防課］
・大規模土砂災害対策研究啓発推進［砂防課］
・国営事業等負担金（国営総合農地防災事業和歌山平野地区）
［農業農村整備課］

(新)ドローンを活用した防災・減災対策［危機管理局防災企画課］ ９，２９７
市町村と連携し、新型ドローンを活用した地域の特性に応じた新たな災害対応モデルを構築
することで、市町村の災害対応力向上を図る

(新)ドローンによる施設点検の自動化・迅速化［県土整備部河川課］ ２７，１７０
自動航行等に対応した新型ドローンの導入により、災害時に山間部等の県管理施設の迅速
な点検を可能とする体制を構築

１．

あやの台北部用地開発［商工観光労働部企業立地課］ １，４４８，６１１
橋本市、南海電気鉄道（株）及び県で共同開発する大規模用地（あやの台北部用地）
の造成工事等について、事業主体の橋本市を支援

(新)南紀白浜空港管理（日越外交関係樹立50周年南紀白浜空港国際ﾁｬｰﾀｰ便誘致）
［県土整備部港湾空港振興課］ ２１，０７９
ベトナムより南紀白浜空港にチャーター便を誘致し空港の活性化を図るとともに、国機関等と連
携した青少年交流を実施

クルーズ客船寄港促進［県土整備部港湾空港振興課］【再掲】 ３７，２７９
ポストコロナや大阪・関西万博を見据え、インバウンド旅行需要の取り込みを目指し、県内３港
（和歌山下津港、日高港、新宮港）へのクルーズ客船寄港誘致活動を推進

地域生活交通確保支援［企画部総合交通政策課］ ８，９５４
人口減少や高齢化が進む中、地域の公共交通網を維持していくため、市町村が行う地域に適
した交通体系の再構築を支援

●賑わいのある地域づくり

わかやま移住定住総合戦略［企画部移住定住推進課］ １３６，７２９
きめ細かい相談体制や移住関心層への情報発信強化、お試し移住、空き家を利活用した住ま
い支援等のほか、二地域居住や関係人口拡大の取組などにより、本県への移住定住を促進

ふるさと生活圏活性化支援［企画部移住定住推進課］ ３５，２６４
ふるさと生活圏の維持・活性化に向けて、住民主体の地域課題解決を図る取組や活動拠点
の整備を支援するとともに、過疎地域等で人材派遣を行う組合の設立や地域おこし協力隊の
受入拡大を支援し、持続可能な地域づくりを推進

(新)まちの賑わい空間創出プロジェクト［企画部地域政策課］ ５，１８３
地域主体でまちの賑わいを創出するため、住民等のまちづくりへの機運を醸成し、まちづくりに取
り組む市町村を支援

未利用建築物の除却・跡地活用等促進［県土整備部建築住宅課］ ２５，０００
一定規模以上の未利用建築物を除却し、跡地の有効活用に取り組む市町村を支援

紀伊風土記の丘新館建設［教育委員会文化遺産課］ ３５５，５７９
老朽化が進み収蔵環境が悪化する資料館について、大規模改修と併せて新館及び収蔵棟等
周辺施設を整備して県立考古民俗博物館（仮称）として再編し、特別史跡「岩橋千塚古
墳群」出土遺物を中心とした県内の考古資料及び民俗資料の保存と活用を図る

４，３０８，６７５
６６０，０００

２，８４５，３５３
１，８２７，３３６

２９５，４９０
２３１，５５０
３４，６６７
２６，８３９
９，２０９

８５５，０００

７０７，３１０
１１５，４３２
２３１，０００
９０３，７９５
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障害者支援施設整備［福祉保健部障害福祉課］ ２９７，６５０
障害者支援施設等の整備を行う事業者に対する支援を実施

介護人材確保対策［福祉保健部長寿社会課］ １７，７４０
高校生への介護に関する知識及び技術を修得する機会の創出や介護職員初任者研修受講
料の支援等により、介護職場への新規参入を促進

その他
(新)和歌山未来創造プラットフォーム（仮称）［知事直轄政策審議課］ ６，３７７
県内外で活躍している幅広い分野の有識者等が参加するプラットフォームを設置し、本県の活
性化につながる助言や提案等を県行政に活用

(新)盛土等規制対策［県土整備部都市政策課］ ３６，７００
盛土規制法（R4.5.27公布）に基づき、規制区域指定に関する調査、既存盛土の安全性
把握調査及びデータベース化を実施

大規模災害時における災害対処能力の強化［警察本部］ １１８，００２
大規模災害時における迅速な被害状況把握と円滑な救助活動の強化及び災害対策など警
察署機能を確保するための施設整備を実施

●医療・福祉の充実

感染症対策（感染症病床の確保）［福祉保健部健康推進課］１６，１９３，５００
医療機関において、新型コロナウイルス感染症患者を受け入れる病床を確保するための費用を
支援

感染症対策（自宅療養者健康観察）［福祉保健部健康推進課］２，８３４，３８６
自宅療養者への健康観察体制を強化するとともに、自宅療養セットを配布

地域医療支援センター運営［福祉保健部医務課］ ６６，９０７
地域医療に従事する医師を支援するため、新たにメンター制度導入や登録医師の地域派遣を
行う地域医療支援ドクター登録制度を創設するとともに、地域で勤務する地域枠医師の診療
を支援する地域医療支援コーディネーターを設置

産婦人科医師緊急確保対策［福祉保健部医務課］ ８２，０００
不足する産婦人科医師の確保を図るため、県内公立病院へ医師を派遣する県外大学を支
援するとともに、公立大学法人和歌山県立医科大学に寄附講座を設置

児童家庭支援センター運営［福祉保健部子ども未来課］ ５１，０７８
地域に開かれた子育て支援の拠点として子供や家庭等の相談対応、支援等を行う児童家庭
支援センターについて、紀北エリアに加えて新たに紀南エリアに設置して支援体制を強化

がん対策推進［福祉保健部健康推進課］ ７７，０８０
がん診療連携拠点病院等の活動支援や、がん検診未受診者対策としてナッジ理論等を活用
した受診勧奨を新規導入する市町村を支援する等、総合的ながん対策を推進

老人福祉施設整備［福祉保健部長寿社会課］ １，７６４，１７１
特別養護老人ホーム等を整備する事業者や地域密着型施設の整備を推進する市町村を支
援
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